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開     会 

 

○川上制度審議室長 それでは、委員の皆様そろわれたようでございますので、ただいま

から産業構造審議会知的財産分科会第25回特許制度小委員会を開催させていただきます。 

 本日は御多忙の中、お集まりいただきまして、誠にありがとうございます。私、事務局

を務めさせていただきます特許庁制度審議室の川上と申します。よろしくお願いいたしま

す。 

 議事に入るに際しまして、委員の皆様にお願いがございます。御発言をいただく際でご

ざいますけれども、声に反応してマイクが作動するようになっておりますので、御指名さ

れましたらできるだけマイクに口元を近づけて御発言いただくようによろしくお願いいた

します。 

 本小委員会の委員長につきましては、事前に委員の皆様の互選によりまして東京大学教

授の玉井克哉委員を御指名いただいております。玉井委員御本人にも内諾をいただいてお

りますので、本小委員会の委員長は玉井委員にお願いいたしたく存じます。よろしくお願

いいたします。 

 

委員長挨拶 

 

○川上制度審議室長 では、早速でございますけれども、玉井委員長から御挨拶をお願い

したいと思います。 

○玉井委員長 恐縮でございます。玉井でございます。 

 この委員長をお引き受けするに当たりまして一言申し上げます。私、全く適任ではござ

いませんけれども、御指名ということでこのような立場に座らせていただいて司会をさせ

ていただくことになりました。この委員会の任務といたしましては産業財産、特に特許権

に関わる様々な法制度、特に今年度は紛争解決についての法制度について必要な見直しを

いたしまして、我が国の知財立国がますます先に進むようにしていければと考えておりま

す。 

 何分いろいろと知らないことが多いものですから、委員の先生方の御意見と御経験、御

見識に期待するところ大でございます。どうぞいろいろお教えいただければと思います。

よろしくお願いいたします。 
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○川上制度審議室長 ありがとうございました。 

 これから先の議事進行につきましては、玉井委員長にお願いしたいと思います。 

 

委 員 紹 介 

 

○玉井委員長 それでは、今回新たに御就任された委員の方が数多くいらっしゃいますの

で、まず事務局から委員の方々の御紹介をお願いいたします。 

○川上制度審議室長 それでは、最初に本日御出席の委員の方々を五十音順で御紹介させ

ていただきたいと思います。その際、皆様方から一言ずつ御挨拶をいただければと思いま

す。 

 まず東京理科大学大学院教授、淺見節子委員でございます。 

○淺見委員 淺見節子でございます。引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、東京医科歯科大学研究・産学連携推進機構教授、飯田

香緖里委員でございます。 

○飯田委員 東京医科歯科大学の飯田でございます。よろしくお願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、東京地方裁判所知的財産権部総括判事、佐藤達文委員

でございます。 

○佐藤委員 佐藤でございます。どうぞよろしくお願いいたします。昨年度の途中から委

員にならせていただいております。 

○川上制度審議室長 続きまして、創英国際特許法律事務所弁護士、設樂隆一委員でござ

います。 

○設樂委員 設樂でございます。昨年１月まで裁判官をしておりました。よろしくお願い

いたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、プロメテ国際特許事務所代表弁理士、杉村純子委員で

ございます。 

○杉村委員 弁理士の杉村純子でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、パナソニック IP マネジメント株式会社グローバルポ

ートフォリオ開発部部長、高橋弘史委員でございます。 

○高橋委員 パナソニックの高橋と申します。よろしくお願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、北海道大学大学院法学研究科教授、田村善之委員でご
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ざいます。 

○田村委員 田村でございます。よろしくお願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、中村合同特許法律事務所弁護士・弁理士、辻居幸一委

員でございます。 

○辻居委員 弁護士の辻居と申します。よろしくお願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、株式会社 DRONEiPLAB 代表取締役、中畑稔委員でござい

ます。 

○中畑委員 弁理士の中畑と申します。今回、初めての参加となります。どうぞよろしく

お願いいたします。 

○川上制度審議室長 株式会社名南製作所取締役、長谷川英生委員でございます。 

○長谷川委員 名南製作所の長谷川と申します。100名ほどの木工機械の会社です。よろし

くお願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、株式会社カネカ知的財産部第二グループリーダー上席

幹部職弁理士、藤田かおる委員でございます。 

○藤田委員 カネカの藤田と申します。今回、初めてこのような委員をさせていただきま

して、少し勝手が分からないながらもお役に立てればと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、一橋大学大学院法学研究科教授、山本和彦委員でござ

います。 

○山本（和）委員 一橋大学の山本でございます。民事訴訟法、民事手続法を専攻してお

ります。よろしくお願いいたします。 

○川上制度審議室長 続きまして、株式会社東京大学 TLO 代表取締役社長兼 CEO、山本貴

史委員でございます。 

○山本（貴）委員 山本でございます。すみません、ちょっと結膜炎になってしまって、

もうちょっと本当はいい男のつもりでしたが、（笑声）こんな感じで、よろしくお願いいた

します。 

○川上制度審議室長 続きまして、株式会社 IP Bridge 代表取締役社長、吉井重治委員で

ございます。 

○吉井委員 ５年前、産業革新機構が知財を活用するために設立しました IP Bridge の代

表をしております吉井です。よろしくお願いいたします。 
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○川上制度審議室長 以上、本日の委員会は玉井委員長を含めまして15名の委員で開催を

させていただきたいと思います。 

 なお、本日は御欠席でございますけれども、東北大学大学院法学研究科教授の蘆立順美

委員、それから阿部・井窪・片山法律事務所弁護士・弁理士でいらっしゃいます黒田薫委

員、それから京都大学大学院法学研究科教授でいらっしゃいます山本敬三委員にも今回、

御就任をいただいております。 

 また、この度の審議会につきましては全委員数18名のうち15名の委員の皆様の出席をい

ただいておりまして、産業構造審議会運営規程第13条６項の「全委員数の過半数以上の出

席」という条件を満たしておりますので、滞りなく開催が可能でございます。 

○玉井委員長 どうもありがとうございました。 

 

総務部長挨拶 

 

○玉井委員長 それでは、議事に入るに先立ちまして、米村総務部長より御挨拶をいただ

けますでしょうか。 

○米村総務部長 総務部長の米村でございます。 

 委員の皆様方におかれましては多忙のところ、御参集いただきまして、本当にありがと

うございます。今般の特許制度小委員会では知財紛争処理システムの在り方について御議

論いただきたいと思っております。御存じのとおり、損害賠償や証拠収集手続などの知財

紛争処理システムの在り方につきましてはこれまでも様々な場で議論が行われてまいりま

したけれども、やや入口部分での対立で議論が終始してしまった感があると思います。そ

のため、各論点についての議論が深まってこなかったと認識をしているところであります。

このため、今回の特許制度小委員会では知財紛争処理システムの在り方についての各論点

についてぜひ包括的に議論を深めていただきまして、しっかりと方向性を示していただき

たいと考えております。御審議のほど、どうぞよろしくお願いいたします。 

○玉井委員長 どうもありがとうございます。 

 

議事の運営等について 

 

○玉井委員長 それでは続きまして、具体的な審議に先立ち、本委員会の議事の運営など
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につきまして、事務局から説明をお願いいたします。 

○川上制度審議室長 それでは、配布資料の確認をさせていただきたいと思います。経済

産業省の方針といたしましてペーパーレス化を推進しておりますことから、本日の審議会

におきましては、議事次第、配布資料一覧、それから委員名簿に加えまして、資料１「知

財紛争処理システムの現状」、資料２「知財紛争処理システムの見直しの検討課題に対する

提案募集について」、この４種類の資料のデータにつきましてはタブレットで御覧をいた

だきまして、座席表とタブレットの使い方につきましては、お手元に紙で配布をすること

にしてございます。 

 タブレットの使用方法に関しましては、お手元のタブレットの使い方を御覧いただけれ

ばと思います。操作でお困りになった場合には、合図していただければ担当の者が対応い

たしますので、よろしくお願いいたします。 

 なお、本会議は原則として公開とします。 

 また、配布資料、議事要旨、それから議事録も原則として公開をいたしますので、よろ

しくお願い申し上げます。 

○玉井委員長 どうもありがとうございました。 

 

議  題 

①知財紛争処理システムの現状について 

 

○玉井委員長 それでは、議題であります「知財紛争処理システムの現状について」につ

きまして、資料「知財紛争処理システムの現状」をもとに事務局から御説明をお願いした

いと思います。 

○川上制度審議室長 それでは、お手元の資料１に基づきまして、知財紛争処理システム

の現状について、簡単に御説明させていただきたいと思います。 

 まず最初に現行制度の概要について整理してございます。お手元の資料の３ページを御

覧いただければと思います。ここでは特許権侵害の特殊性ということで、３つの特徴につ

いて整理をさせていただいております。まず１つ目の特徴としては特許権の侵害というの

は物理的に対象を盗む必要がなくて、場所的、時間的な制約がないということで、侵害が

容易であり、その一方で発見と防止は困難であるという特徴があろうかと思います。２点

目といたしましては、侵害行為と損害との因果関係、それから損害額の立証が困難である
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という特徴があろうかと思います。それから３点目といたしましては、特許権というのは

無効になる可能性があることと、侵害の有無の判断が技術的に難しいということで、なか

なか刑事罰が機能していないことが挙げられるかと思います。こういった特許権侵害の特

殊性に鑑みまして、この特許権侵害については「侵害した者勝ち」にならないような配慮

が必要ではないかといった整理をさせていただいております。 

 それから４ページを御覧いただきますと、ここでは特許法における証拠収集手続の特例

について簡単に整理をしてございます。特許法ではまず104条、ここで生産方法の推定、そ

れから104条の２で具体的態様の明示義務というのが規定をされてございます。それから

105条でございますけれども、ここで文書提出命令の規定がございまして、第１項のところ

で、「裁判所は侵害行為立証のため、あるいは損害計算のために必要な書類の提出を命ずる

ことができる。ただし、提出を拒むことについて正当な理由があるときはこの限りではな

い。」という形で文書提出命令が規定されてございます。それから105条の２項から４項に

おきましては、いわゆるインカメラ手続の規定がございまして、裁判所がこの１項の判断

に必要と認めるときはそのものを提示させてインカメラでチェックをするという規定です。

それから３項、４項におきましては裁判所が必要と認めたときは当事者や訴訟代理人、補

佐人、それから専門委員に対してこの書類を開示できるといった規定がございます。それ

から105条の２でございますけれども、これは裁判所が損害計算のため鑑定を命じたとき

は、当事者は鑑定人に対して必要な事項を説明しなければならないといった規定がござい

ます。105条の４でございますけれども、ここでは裁判所が当事者が保有する営業秘密につ

いて訴訟遂行の目的以外での目的で使用したり、あるいは秘密保持命令を受けた者以外の

者に開示してはならないといった命令をできる規定がございます。 

 それから５ページにおきまして、これまでの証拠収集手続の制度改正の経緯について簡

単にまとめてございます。平成11年のときに文書提出命令の対象に従来の損害計算のため

に必要な書類というのに加えまして、「侵害行為について立証するため必要な書類」という

のが追加されております。併せてこのときに裁判所のインカメラ手続や具体的態様の明示

義務が導入されてございます。それから平成15年の改正でございますけれども、このとき

に専門委員が訴訟手続に関与できる規定、それから訴え提起前の照会や証拠収集のための

処分、これが可能になる旨の規定が民事訴訟法に追加となってございます。それから平成

16年でございますけれども、このときには当事者、代理人、補佐人がインカメラ手続に関

与できるという規定や、秘密保持命令の規定、そして営業秘密が問題になる侵害訴訟にお
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いて当事者尋問等を公開停止にできるといった規定が盛り込まれております。それから直

近では、平成30年の改正がございまして、これはまだ現時点では施行されておりませんけ

れども、インカメラの対象を書類提出の必要性判断にまで拡充をしたことと、それから専

門委員がインカメラ手続に関与できるようにしたという改正を行ったところでございます。 

 ６ページのところでございますけれども、ここでは特許法における損害賠償算定の特例

について簡単に整理をしております。特許法ではまず102条の１項、２項、３項、３つの特

例がございます。１項におきましては、逸失利益の算定方法の特例でございまして、侵害

行為と権利者の販売数量の減少との因果関係の立証というのが非常に困難な場合が多く、

その立証負担を軽減するために侵害者の譲渡数量を権利者が販売し得たということで、そ

の数量に権利者の製品の単位数量当たりの利益額を乗じた額を損害額とすることができる

といった規定になっております。この規定では、ただし権利者が販売することができない

とする事情があるときには、その分について覆滅できるといった構成になってございます。

それから102条の２項は侵害者がその侵害行為により受けた利益の額、これを損害額と推

定するといった規定がございます。３項につきましては、侵害された特許発明の実施料相

当額を損害額として請求できる。こういった大きく３つの算定方法の特例がございます。

103条は過失の推定、105条の３は、102条の算定方式を使っても立証が困難な場合につきま

しては、裁判所は相当な損害額を認定できるという規定がございます。 

 ７ページを御覧いただきますと、損害賠償算定方法の改正の経緯について簡単に整理を

してございます。まず昭和34年のときに現行の102条の２項です。それから102条３項、そ

れから103条、この規定が昭和34年に盛り込まれております。それから平成10年の改正のと

きに現行の102条の１項の逸失利益の算定方法の規定が盛り込まれておりまして、それか

ら現行の102条３項の規定、実施料相当額による損害額の算定につきまして、従来は特許発

明の実施に対し通常受けるべき金銭の額という規定になっておったのですけれども、その

「通常」というのをこのときに削除いたしまして、訴訟当事者間において生じる諸般の事

情を考慮できるようにしたという改正を行っております。それから平成11年のときに相当

な損害額の認定規定ということで105条の３が新設をされております。 

 以上が現行制度の概要でございまして、続きまして、諸外国の状況ということで整理を

しております。 

 まず９ページを御覧いただければと思います。ここで諸外国の証拠収集手続について比

較してございます。諸外国においては強制力のある証拠収集手続というのが導入されてお
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るわけですけれども、大きく２つのパターンがあろうかと思います。１つはアメリカのデ

ィスカバリー、それからイギリスのディスクロージャーです。こういった当事者間で証拠

を開示し合うような手続が設けられてございます。もう一つといたしましてはイギリスの

捜索命令、それからドイツの査察、フランスのセジーのように裁判所が任命した者が現地

に赴いて証拠収集を行うといった２つの類型が諸外国で導入されているということでござ

います。他方で日本について見てみますと、下のほうに文書提出命令がございますけれど

も、これに従わない場合には真実擬制といった手続になってございます。それから秘密情

報の扱いでございます。諸外国におきましては代理人のみが秘密情報に接するという手続

が導入されておるわけでございますけれども、日本の場合、こういった秘密情報について

代理人に開示して秘密保持命令をかけるという方法がございます。しかし、当事者から閲

覧請求があった場合にこれを制限するという明確な制度はないと承知をしております。 

 続きまして、10ページを御覧いただければと思います。ここでは諸外国の損害賠償制度

の比較ということで、日本とアメリカ、それからドイツの制度を比較してございます。そ

れぞれ逸失利益、それから侵害者利益、実施料相当額、いずれかの方法によって算出する

ということではございますけれども、その制度の在り方、運用においては細かな違いが存

在しているということでございます。例えば逸失利益ですね。それから侵害者利益につき

ましては、その適用要件について各国で差が見られるということと、実施料相当額の算定

につきましても、各国によりその考え方に若干の違いがあるということであります。それ

から、逸失利益と実施料相当額の併用につきましては、これも各国で考え方に差があると

承知をしております。それぞれの利用状況について見ると、日本はこのうち侵害者利益に

よる算定が最も多く使われています。アメリカは実施料相当額による算定が多く、ドイツ

は侵害者利益による算定が多いということで、それぞれの国においてその使われ方、運用

について差があるということを整理させていただいております。 

 それから、11ページを御覧いただきたいと思います。ここでは諸外国の懲罰的賠償制度

について簡単に状況を整理してございます。まずアメリカにおきましては、特許法284条に

て裁判所は評決決定された額の３倍まで損害賠償を増額でき、判例上、故意侵害のみが増

額賠償という運用になってございます。最近の最高裁判決におきましては、この適用に当

たっての基準がより柔軟な形になって、裁判所における裁量の幅が広がったと承知してお

ります。他方で東アジアの国々におきましても、この３倍賠償の導入が進んでいるところ

でございまして、例えば台湾ですね。これは2001年に一旦導入されて2011年に一度廃止を
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されたわけでございますけれども、また2013年に復活している状況でございます。それか

ら韓国においては下請法など限定的な分野で既に３倍賠償が導入されているわけですけれ

ども、それを悪意のある特許・営業秘密侵害行為に対して広げようということで、特許法

改正案が提出されていると承知しております。それから中国においては商標法におきまし

て３倍賠償が導入されているわけでございますけれども、これも故意侵害に対して３倍賠

償を特許法全体に広げていこうということで今、専利法の改正案が公表されている状況で

ございます。他方、日本につきましては最高裁判決等ございまして、今、未導入な状況と

いうことと、それからドイツ、フランスにおいても導入されていないと承知しています。 

 12ページを御覧いただければと思います。ここでは中国における知財訴訟関連の動向を

整理してございますけれども、今、中国は知財保護強化の方針のもとで損害賠償額の増額

に向けた取組を行っているということです。まず１つ目といたしましては、法定賠償額の

上限を引き上げるということです。中国は額の算定が困難な場合に裁判所が法定された一

定の額の範囲内で額を認定するという法定賠償額の制度がございまして、これが非常に使

われてございますけれども、その上限を100万元から500万元に引き上げるという専利法改

正案が出されております。それから先ほど触れましたように懲罰的賠償につきましても、

現在、導入に向けた専利法改正案が出されております。その他に裁判所の強化ということ

で、知財を専門に扱う知財法院や知財法廷の設置が進んでいると承知してございます。 

 13ページを御覧いただきますと、ここで欧州における知財訴訟関連の動向について整理

してございます。欧州では2004年に欧州指令の中で査察制度が規定されておりまして、各

国で査察制度の導入が進んでいるというのがまず１点でございます。それから近年の動向

といたしましては、欧州統一特許裁判所におきまして、訴訟方式としていわゆるドイツの

二段階訴訟方式が選択可能になる仕組みが採用されると承知しております。その二段階訴

訟についてはそこに図で示してございますけれども、特許権侵害訴訟でまず損害賠償責任

の存在を確認します。この中では具体的な賠償額は示されずに、当事者間の交渉にまずは

委ね、それが決裂した場合に改めて損害額支払訴訟が提起されて、損害賠償の支払がその

中で示される仕組みになっていると承知しております。ほとんどのケースにおいてはこの

当事者間交渉で和解の形で決着し、ごく一部だけが損害額支払訴訟にいきます。その背景

としては、この特許権侵害訴訟の中で権利者が勝訴するということになりますと、侵害者

に対する損害額計算のための情報提供命令が発せられて、権利者はこの命令を強制執行で

きるので、これが背景となって和解が進んでいるのではないかということでございます。 
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 続きまして、ユーザーの声ということで過去のアンケート調査を簡単に御紹介をさせて

いただきたいと思います。 

 まず15ページを御覧をいただければと思います。ここでは代理人の方に訴訟検討段階に

おける証拠収集に関する経験について尋ねたものでございますけれども、この中では９割

の代理人の方は、証拠収集の困難性に関する経験ありと回答しております。では具体的な

証拠収集手続の経験についてということで、下のほうにグラフがございますけれども、こ

の中で当然依頼人、それから代理人の調査で証拠を収集、あるいは訴訟指揮の中で任意で

証拠が開示されたといった声もございますが、その一方で下のほうに赤で囲ってあるとこ

ろでございますけれども、証拠を収集できなかったといった声も多く聞かれているという

結果でございます。 

 16ページを御覧いただければと思います。ここでは弁護士の方々に訴訟検討段階におけ

る証拠収集のどの点に困難性を感じたかといった質問をしてございます。やはり一番多い

回答は、証拠が被疑侵害者側に偏っているという回答でございまして、具体的に侵害が疑

われる行為、特に製造方法に関しまして被疑侵害者側の工場等で行われていたということ

で困難性を感じたという声が多く見られます。それ以外に侵害が疑われる製品が入手でき

なかった、あるいは損害の計算を証明する証拠が入手できなかったという回答も多く見ら

れるということでございます。 

 17ページを御覧いただければと思います。ここでは、文書提出命令に関する代理人とし

ての経験ということで弁護士の方々に聞いたアンケートでございます。申立てを行って、

文書提出命令が出されたという回答は割合が非常に小さい一方で、申し立てたけれども、

命令は出されなかった、あるいは検討はしたけれども、命令は申し立てなかったというよ

うな経験がかなり多く見られるということでございます。もちろん訴訟指揮によって文書

が任意に提出されたという回答も数多くございますけれども、他方で、検討はしたけれど

も、実効性に疑問があって命令は申し立てなかったとか、あるいはその命令を出す必要が

ないということで裁判官が判断をしたという回答も見られるということでございます。 

 18ページを御覧いただければと思います。ここは営業秘密につきまして、開示者側とし

てどの範囲まで開示してよいかという質問をしてございます。この中で、もちろん裁判官

になら開示してもよいという声が多く見られるわけですけれども、それに次ぐ形で、秘密

保持命令を受けた相手方代理人、あるいは秘密保持契約のある代理人なら開示してもよい

という声もかなり多く見られるということで、当事者への開示に比べますと代理人への開
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示は抵抗感が少ないといった結果になっております。 

 19ページを御覧いただければと思います。これは損害賠償額に対する納得度を聞いたも

のでございますけれども、特許権者側のほうが被疑侵害者側に比べますと賠償額に対して

不満を感じる声が多く見られるという結果になってございます。 

 以上を踏まえまして、20ページ以降、見直しに向けた論点を書かせていただいておりま

して、この論点に基づいて御議論いただければと考えております。 

 まず21ページを御覧いただければと思います。まず１つ目の論点として書かせていただ

いているのは、日本の知財紛争処理システムの現状をどのように捉えるべきかでございま

す。具体的には権利の十分な保護が図られる仕組みとなっているか、あるいは必要な証拠

を的確に収集できる仕組みとなっているかといった視点があろうかと思います。それから

２番目といたしまして、仮に証拠収集手続を強化する場合にどのような仕組みが考えられ

るかについて、例として書かせていただいているのがドイツ、フランスのような査察制度、

それからアメリカのようなディスカバリー制度で、こういった方向性は考えられるか、そ

れから訴えの提起前、提起後、それぞれについてどういった仕組みとすべきかといった切

り口があろうかと思います。それから３番目でございますが、やはり被疑侵害者側の営業

秘密保護の利益を極力保護するという要請がございますけれども、そういった利益を保護

しながら、その立証に必要な証拠をどのように提出させるべきかという切り口があろうか

と思います。ここで一例として書いてございますのは、営業秘密の開示先を代理人に限定

するような仕組みも１つ考えられるということで例として挙げさせていただいております。 

 22ページでございますけれども、４つ目の論点といたしまして、損害賠償額の確定をど

のような手続で進めていくのが効率的かということでございます。先ほど少し御紹介させ

ていただいたドイツのような仕組み、これをどう評価するかといった点が１つの検討の視

点になるのではないかと考えております。それから５番目といたしまして、損害賠償額の

算定方法についてどのような見直しが考えられるかということで、これは既存の「実損の

填補」という考え方の範囲内での見直し、更にそれを超える見直し、具体的には侵害者側

に利益が残らないように利益を吐き出させるような、こういった賠償の仕組みや、それか

ら懲罰賠償を含む追加的な賠償、こういったやり方は考えられるかということで、どこま

でやるべきかについて御議論いただければと思います。それから最後、その他ということ

で訴訟にかかる費用の負担配分はどうすべきかという切り口があろうかと思います。これ

も訴訟に費用がかかることがやはり中小ベンチャーにとっては非常に重荷になっていると
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いうことで、この辺の負担の在り方というのを御議論いただければと考えております。 

 私のほうからは以上でございます。 

○玉井委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは、これから大体14時45分ぐらいまでをめどにいたしまして、この議題「知財紛

争処理システムの現状について」に関して質疑応答をお願いしたいと思います。今の事務

局からの説明につきまして、御質問あるいは御意見がございましたらお願いいたします。 

 どうぞ、高橋委員。 

○高橋委員 高橋と申します。よろしくお願いします。今回の知財紛争処理システムに関

する議論及びこれに続く法改正が今後の日本の産業の発展の後押しになるよう、そこを中

心に据え、微力ながら議論に臨んでいきたいと考えております。よろしくお願いします。 

 この知財紛争処理システムについて、これまでも何度も議論になり、私もそれを承知し

ています。また今回、このテーマを議題に挙げられたことに対して、私も先ほど米村総務

部長がおっしゃられたのと同じような認識を持っております。これまで入口で止まってい

た議論を中に踏み込んで議論することは必要だと感じています。特に国際的視座に立って

日本を見たときの危機感が背景にあると感じております。なぜ改めて知財紛争処理システ

ムに取り組むのか、その課題について私なりに整理したいと思います。例えば12ページを

開けると中国の動向について触れられており、同じ知財紛争処理システムについて中国で

も施策を打っています。そういった環境の中で、日本がこれを静観するだけでよいのかと

いうと必ずしもそうではないと思います。たった２年前に議論したとはいえ、例えば５年

待って、10年待って改めて議論するということではなくて、必要に応じて議論すべきこと

ではないかと思います。そういう意味で私も議論すべきという考えも持っております。 

 次に、国内を見たとき、「ユーザーの声（アンケート）」という資料が14ページ以降にあ

りますけれども、私としては課題はここではないかと思っています。現行制度に対して不

満があるかどうかということで、不満の声があるということであればやはりこれは点検す

る必要があるのだろうと考えています。そういった意味では今回検討する必要がある、課

題がある、と考えています。 

 総じて見ていくと、全体的に見ると、制度に対する納得感といいますか、不満の所在が

どこなのかということが課題であり、それに対応するためにどう進めたらよいのかという、

多分そのようなことになるのではないかと思っています。特に日本の権利者が日本の制度

を利用したときに何か不満が残るということは、恐らく外国籍の権利者が日本の制度を使
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うにあたっても、やはりそれ以上に不満が残るということは考えられると思います。その

ため、そういった国際的な視座に立つというのは１つ大事な点であると思っています。 

 証拠収集手続について見ると、確かに証拠というのは被疑侵害者のほうに偏在していて、

権利者の負担が重い。それに対して文書提出命令が設けられています。17ページに着目し

てこのアンケートをどう見るかですけれども、例えば上から３段目や７段目に「訴訟指揮

により文書が任意で提出された」というのを見て、背後に文書提出命令があるからこそ、

その手前の段階で訴訟指揮によって文書が任意に出されたのだ、だから現状でよいのだ、

という考え方もあり得るかと思います。ただ一方で、間接的にはそうかもしれないのです

けれども、直接的には文書提出命令の制度の効果かというと必ずしもそうではない、とい

うことになります。直接の効果かという視点で見た場合には総じて実効性に疑問があるな

ど、様々な否定的な声があるのは確かだろうと思います。直接的効果ではないということ

は、やはりやってみないと分からないということで、予見可能性という意味では使いにく

いという面があるのだと思います。それは恐らく日本人がそうであるのであれば外国籍の

権利者にとってはもっと使いにくいということにつながっていくのではないかと思います。

そう考えると、文書提出命令とは別に何かそれを補完する形での制度の検討が必要であり、

検討すること自体が重要ではないかと考えています。 

 例えば９ページを見て、各国の制度の紹介があるのですけれども、アメリカのディスカ

バリーという制度については、日本企業の多くの人はこの制度は多分嫌がると思います。

負担も大きいし費用もかかる、時間もかかるということで多分反対する声が多いと私は認

識をしています。一方で、査察制度に関しては、これは２つに分けて、すなわち訴訟提起

前と訴訟提起後に分けて考える必要があります。訴訟提起前となると、訴訟もしていない

のに営業秘密を開示するリスクがあるような制度はそれ自体がリスクだと考える企業の方

が多いように私は感じています。そうなると、訴訟提起後にある程度絞った上で検討する

のが当面は妥当ではないかという印象を私は持っております。 

 次に損害額ですけれども、損害額のアンケートの結果を見ると19ページにあるのですけ

れども、ここでは額が高いか低いかということが私は問題ではないと思っています。むし

ろ納得性の問題で、それこそが課題ではないかと思っています。特に11ページの懲罰的賠

償に関して言うと、これは産業界では反対する人が多いというか、反対の声しかないぐら

いのものだと思っています。特に理由としては、同じページの「※」にあるような最高裁

の判例を根拠としたり、また、立法事実がそもそもあるのかという議論が典型的です。事
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前の資料には裁判所が損害額を認めたうちの40％弱が1000万以下だったという資料があっ

たのですけれども、それを３倍しても3000万なので、それに一体何の意味があるのかとい

うところもあり、やはり一倍の議論をきちんとすることが大事ではないかと思っています。 

 ７ページにあるように平成10年、11年の改正以降、もう20年弱の時間が流れていて、そ

の間の判例の変遷なり収束なりがあって、それをどの程度かは分かりませんけれども、法

文化により明文化して予見可能性を高めることは、意義があると考えております。 

 最後になりますが、外国籍の人が見たときに日本の制度は分かりにくい、納得性がない

と日本人以上に感じるということであれば、やはり出願地として日本に出すのはちょっと

やめておこうということになっても非常に困ると私は思っております。世界の最先端の技

術を特許公報を通じて母国語で日本の研究者や技術者がアクセスできることはすごく大事

だと思っています。やはり良質なインプットがあるから良質なアウトプットを出せるとい

うことがあると思うので、日本発のイノベーションを生むためにも、特許制度の発明創出・

出願権利化による価値創出、そして権利活用というサイクルが適正に機能することは非常

に重要だと思っています。そういった意味においても今回取り上げられた、特に価値評価

に関わるところの証拠収集手続きや損害賠償額の算定について改めて議論するというのは

非常に重要だと感じています。 

 以上です。 

○玉井委員長 どうもありがとうございます。 

 企業の現場では世の中、特に国際的な動きに非常に敏感に対応していかれることは大変

大事なことだと思います。それを踏まえた御意見だったと思います。 

 他にございませんでしょうか。設樂委員、お願いします。 

○設樂委員 私は昨年の１月まで知財高裁におりました。その間、アメリカの特許訴訟と

それからイギリス、ドイツの特許訴訟の実務を見てまいりまして、日本の特許訴訟と比べ

てどうかということをずっと考えておりました。それで今の世界の特許訴訟のプレイヤー

としてはやはりイギリス、ドイツが日本と比べて非常に重要な比較対象になると思ってお

ります。アメリカの場合は陪審制度がありますので少し置いておいて、イギリス及びドイ

ツの特許訴訟と日本の特許訴訟と比べたときに、実は損害額はそれほど大きな差はなくて、

一番大きな違いは証拠収集であるというのが私の実感です。それは2016年にちょうどパリ

で証拠収集をテーマとした模擬裁判がありまして、イギリス、ドイツ、フランス、日本と

４か国の裁判官、弁護士が参加して模擬裁判をしたのですけれども、それに参加して更に
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その感想が強くなったということです。日本の特許訴訟は、損害の規定も含めて、あるい

はディスクロージャーの規定等も含めて迅速性、適正さにおいて遜色がないとは思うので

すが、ただ１つ弱いところがあって、それは証拠収集だと思います。民訴法の文書提出命

令と検証の２つが利用できるのですけれども、現在、方法特許をどのように活用して特許

権の侵害訴訟で使えるか、あるいは市場で入手できないものといいますと工場内の大きな

製造装置とか、それから更に言えばコンピュータプログラム、コンピュータそのものとい

いますか、今はインターネットを使って、そういったコンピュータを使って様々なサービ

スがなされておりますので、方法特許、工場装置特許、ソフトウェア特許で権利行使をし

ようと思ったときに市場で製品が入手できませんので、訴えを提起するのが非常に難しい

状況にあるというのが今の実情だと思います。もちろんむやみやたらに訴えを提起すれば

よいものではありませんので、やはりこれは怪しい、侵害が疑われるという証拠を集めて

いただいて訴えを提起してもらうことになると思うのですが、やはり訴えを提起した段階

で、初期の段階である程度争点整理をして濫用的な訴えでないということも確認した段階

で必要な証拠を収集してくるという制度が今のイギリス、あるいはドイツにはあります。

それを日本でも導入できたらよいというのが実感でした。具体的にはドイツのインスペク

ションは訴え提起前によく利用されていますけれども、ドイツのインスペクションのよう

なシステムを訴え提起後に使えるような制度設計があるとよいということになります。 

 具体的には、日本の特許訴訟ですと弁論準備手続で争点整理がなされますけれども、そ

の段階で被告のディスクロージャーが十分ではないと裁判官が判断したときに、それでは

工場に行って製造現場を見てくださいということで専門家を派遣してインスペクションし

てくる。あるいはあそこのコンピュータがどうもうちのソフトウェア特許を侵害している

みたいだけれどもどうかというのを専門家を派遣してそれを調べさせるという、そういっ

たインスペクションシステムなのですが、これがある程度訴訟の早い段階で使えるという

ことになりますと、日本の特許訴訟もイギリス、ドイツに比べて全く遜色のないシステム

になっていくとは感じました。したがって、訴え提起後にインスペクションシステムを入

れるということです。インスペクションは、今のところイギリスにもありますけれども、

一番よく分かっているのはドイツのインスペクションなので、それを訴え提起後に入れる

というのが立法論としては一番検討していただきたいと思っております。 

 もちろん秘密保護というのは非常に重要なことですので、どうやってアトーニーズ・ア

イズ・オンリーの制度に持っていけるのかということと、それから不服申立の時期をどう
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するのか、専門家が証拠を入手した後に、裁判所が判断をして、原告側に開示することを

命じた段階で不服申立の道を設けるということが必要なのではないだろうか、と考えてい

ます。つまり、インスペクション命令をだすとすぐに即時抗告ができる制度にしますと、

抗告中の期間内は証拠収集には行けない状態になってしまい、それでは証拠改ざんの恐れ

もあり、少し遅すぎると思います。少なくとも不服申立の時期についてはまずインスペク

ションに行って証拠を収集してきて、それはとりあえずインカメラの状態で裁判所と専門

家だけが見られる状態にしておいて、その上で、専門家の報告書が裁判所に提出され、裁

判所が報告書を検討した結果、侵害であると判断した場合には、営業秘密の内容も含めた

報告書の内容を、原告にも見せてよいという決定をし、その命令に対し、不服申立をする

という制度を検討すべきかというようなことを考えております。 

 あとは懲罰賠償等については、最高裁の判決もあり、余り現実的ではないと思いますけ

れども、実施料については契約するときと同じような実施料だと少し低すぎるのではない

かという感想は持っている実務家も多いのではないかと思いますので、その辺の立法が可

能なのかどうか、それから先ほどドイツ的な二段階訴訟、すなわち、差止と同時に損害賠

償義務の確認義務を宣言するという話が出ましたけれども、これは私もある意味では差止

請求についてはなるべく早く差止めの判決をもらいたいし、しかし損害賠償をつけると時

間がかかってしまうということがありますので、少なくとも損害の賠償義務があるという

確認をしてもらえると、差止めと同時にですね。そういったメニューを増やすと便利だろ

うとは実務家として感じました。もちろんそれは民訴法上可能なのかどうかとか、一応イ

ギリス、ドイツでもやっていますので、特許訴訟の特殊性を考えると可能かとは思います

が、御議論いただければありがたいと思っております。 

 大体以上です。 

○玉井委員長 どうもありがとうございます。 

 他にございましたら。どんなことでも結構でございます。では辻居委員、お願いします。 

○辻居委員 私も基本的には設樂委員と同じような意見を持っております。プロセスパテ

ントの権利行使であったり、装置発明で装置の市場入手が困難であったりするものについ

て証拠収集手続を強化する、改善する必要性は高いと思っております。その際、常に営業

秘密の保護とのバランスが検討されるのですが、良い制度を作ってもその保護とのバラン

スで命令が出ないという例が実務上多いと思いますので、資料１の21ページの末尾にある

ようなアトーニーズ・アイズ・オンリーのような制度はぜひとも実務上、導入していただ
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きたいと思います。そういった制度がないと、幾ら制度を作っても、実際には命令そのも

のが出ないのではないかという危惧を持っております。 

 それから、文書提出命令については今年、改正したばかりなのですが、先ほどこの資料

でも御紹介がありましたドイツの査察制度みたいなものもあれば、それは非常に有用であ

ろうと思います。高橋委員からも御指摘のあった企業サイドからの濫用の危惧を考えると

提訴後に限るというのもそれなりの理由はあるのではないかと思っております。ただ、弁

護士といたしましては、提訴後に限ってもよいのですが、提訴後、どういった場合に命令

が出るのか、予測可能性が高くないと実際には提訴してから命令が出るかどうか分からな

いのでは使えない、実際には空文化してしまうので、やはり要件の明確化といいますか、

どういった場合に命令が出るのかという、その予測可能性をできるだけ高い形とした上で

制度を導入していただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○玉井委員長 どうもありがとうございます。 

 他に御意見、あるいは御質問はございませんでしょうか。どうぞ、田村委員。 

○田村委員 田村です。私からは損害賠償について少しお話をしようと思っております。 

 いただいた資料では資料１の３ページに「特許権侵害の特殊性」のところで、問題状況

を的確にとらえられていると思います。確かに有体物と違って無体物とされる特許発明、

あるいは知的財産権の場合は侵害が容易である一方、発見したり、あるいは物理的に金庫

にしまっておくわけにいきませんから侵害抑止の必要性もあるということで、防御困難、

侵害抑止の必要性があるという事情もあると思います。他方、今までも何人かの方からも

出てきましたが、３倍賠償等、過大な賠償額もよろしくないという側面もあると思います。

それはやはり普通の有体物に関する権利と比べるとクレーム解釈とか均等論とか、権利範

囲がどうしても不明確になる要素がありますし、またそもそも無効となる可能性もある、

あるいは先使用だ、消尽だと様々な防御手段もあるということで、その権利範囲や侵害の

成否が相対的には明確ではないという事情があります。そのため、仮に実損の３倍という

かなりドラステイックで過剰な賠償額を設けてしまいますと、特許権者から警告された場

合に侵害の確率が例えば無効となる、あるいは権利範囲の問題で、あるいは何らかの抗弁

の関係で侵害しない確率が高いと思っていても、ついどうしても後の巨額な賠償を恐れて、

特許権者からの相対的には低額の和解提案額につい乗ってしまうという行動が促進されま

すので、結果的に権利範囲が過大になる、あるいは無効な特許が残存する危険性が高まる
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ことになります。したがって、ただ高くすればよいというものではないと思います。他方、

やはり御指摘もありましたようにアンケートなどを見ましても、アンケートは様々な見方

が可能であり、また質問の仕方によって結果も大きく左右されることは承知しております

が、このアンケートの結果で特徴的なのは、侵害者で納得する方の割合に比べて、権利者

のほうの納得する割合が相対的に低くなっており、これはやはり何らかの傾向を示してい

るように思われます。そうだとすると、何らかの改善は必要なのかもかしれません。 

 そこで２つほど申し上げたいのですが、まず侵害の抑止という観点に着目しますと、特

許権の特殊性に鑑みれば、特許について特許発明の貢献している利益の吐き出しは十分あ

り得るのではないかと思います。それは侵害者のほうは自身の利益であるだけに予測可能

ですし、特許による貢献という限度をかぶせておけば小さな特許が大きな製品の中にある

というだけで過大な賠償になることも防ぐことができると思います。ただ、そのような特

許発明の貢献に関する証明責任を特許権者でよいのかというと、推定の適用を受けるため

の要件の立証が困難では矛盾してしまいますので、そこは侵害者に課した方がよいと思い

ますが、ともあれ特許権という特殊性に鑑みて、あるいは損害賠償制度とは言わないほう

がよいかもしれませんけれども、何らかの金銭的救済という点では侵害利益に着目し、特

許発明の貢献した限度でその返還を認めるべきではないかと思います。現行法では、それ

が推定規定に止まっているために、少なくとも代替製品も含めて特許権者が不実施の場合

に推定が適用されないという現況は変更の余地が十分にあるように思います。 

 それからもう一つはやはり実施料相当額と呼ばれた制度についてです。既に今日御紹介

していただきましたように1998年改正でそれまであった「通常」という文言をとったわけ

ですね。したがって、立法上は通常というか、一般の契約上のライセンス料よりも高くし

てよいことになっているはずです。実際に裁判例でも、私は侵害プレミアムと呼んでいま

すが、少し高めのものをきちんと出しているものも少なくないと思うのですが、ただそれ

がきちんと世間に浸透していないのであれば、どうしても裁判に行く紛争は数が少なく、

和解等によって解決するほうが多いのだとすると、そこでの算定にきちんと現行法の趣旨

が伝わっているのかということが問題です。もし伝わっていないということであれば、明

文化するという意味でも立法したほうがよいのかもしれません。 

 あともう一つ、その意味でも大事なのはマインドセッティングの問題だと思っていまし

て、少し細かい話かもしれませんが、呼び方が前から気になっているのですけれども、確

かに条文上、受けるべき金銭の額、「実施に対し受けるべき金銭の額に相当する額」と書い
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てあって、そちらの「相当」を読んで「実施料相当額」と日本では呼んでいるのですが、

諸外国では、これはむしろ「reasonable royalty」という英語に対応する語がそれぞれの

国の言語で呼ばれています。それを翻訳すると「相当実施料額」になるのですね。それで、

実はこの呼び方の違いによってはかなり賠償額のイメージも違ってくるのではないかと前

から思っています。つまり実施料に相当する額という言い方をした場合、実施料というの

は契約における実施料でそれに相当する額が賠償額となるのだというように世間には伝わ

りやすいように思います。それと、侵害の状況を勘案した「相当な」実施料額という言い

方とでは、大分、受け止められ方が違うのではないかと思っています。そのような次第で、

むかしから、さりげなく「相当実施料」と私は呼ぶことで自然な変化を期待したのですが、

余り浸透しないので、最近は今日のように明示的にこのように違うと言おうとしています。

検索をかけると、ついに相当実施料額と言ってくださる判決も出てきております。これは

別に法改正の問題ではなく、むしろマインドセッティングの問題なのですが、1998年改正

法の趣旨を浸透させるためには、少なくとも実施契約における実施料と同じ金額になるわ

けではないということを明らかにする資料の出し方もあるように思いました。 

 以上です。 

○玉井委員長 どうもありがとうございました。 

 活発な御意見をいただいていますが、御質問でも御意見でも結構ですから、では、吉井

委員、お願いいたします。 

○吉井委員 こういった議論は損害賠償の問題は損害賠償の問題、証拠収集は証拠収集と

分けて考えがちですけれども、私どもの会社は実はアメリカとドイツと日本で訴訟を行っ

ております。肌感覚で感じるのは、賠償額が多い、少ないの問題よりは立証の、証拠収集

のしやすさがすごく大事だと思います。それが原告、被告にとってフェアかどうかという

こと、そういった観点から見るとやはりアメリカのほうが e-Discovery の観点から力の弱

い人間も、あるいは証拠収集能力のない人間でもお互いにディスクローズして情報の対称

性が生かされてくる、そういったプロセスがあるからこそアメリカではダメージエキスパ

ートといって損害賠償を算定するプロフェッショナルがいて、裁判所もそれを認めている。

その前提としてはやはり情報がしっかりとお互い開示されているということだと思います。

そのため、私どもが感じるのは、賠償の額の問題はそれはそれでありますけれども、まず

証拠収集の手続、そこが一番大事ではないかということです。その問題が解決しなければ、

いかに賠償の問題で良い規定ができたとしても、それを立証するプロセスが大変だと意味
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がなくなってしまうので、つくづく証拠収集の手続の問題をしっかり議論して、お互いに

とってフェアな方法を考えることが大事だと思います。設樂委員のドイツ型というのは現

実論としてはよいと思っております。 

 アメリカは今の話だとすごく情報の対称性という意味で良く聞こえますけれども、また

行き過ぎたことも感じます。e-Discovery の一環で Deposition といって、私なども社長で

すからその対象になりますけれども、特許の権利侵害の論点よりも社長がいかにいい加減

な人間かとか、そういったところを引き出すような質問を延々してくるわけですね。陪審

員を意識して、陪審員に対して原告のイメージを悪くするようなことに延々時間をかける

といった行き過ぎたところまでいってしまうのもまたアメリカの少々病理的なことです。

やはり当事者主義がそこまで行ってしまうと非常にコストがかかります。弁護士の費用よ

りも e-Discovery のほうがかかってしまう。日本の場合は職権主義でレベルの高い方たち

が判断されるので、そういったものを基本的にしていったほうがよいと思っております。 

○玉井委員長 いかがでしょうか。杉村委員、お願いいたします。 

○杉村委員 弁理士の杉村でございます。 

 証拠収集につきましては先ほど川上制度審議室長より御説明がございましたように、平

成30年に改正がされておりますので、今後施行されて侵害論に関して証拠収集が現状より

容易になることを期待しているところです。一方、この平成30年改正を見ますと、専門委

員の関与という意味での専門委員はどちらかというと技術的な事項に関与する委員でござ

いますので、以前の議論では、損害論に関する証拠収集については深く議論していない状

態ではなかったと思っております。侵害論の証拠収集については、多くの委員の方がおっ

しゃっていらっしゃいますように、方法やプログラム関連発明など、証拠収集が難しい現

状がありますので、更なる証拠収集の強化を図っていただく方向がよいではないかと思っ

ております。平成30年の改正もございますが、文書提出命令を裁判所が発令したとしても、

それでも証拠をなかなか提出しないという場合に、先ほど設樂委員からも御示唆ございま

したように、ドイツのインスペクションのようなものを少しモディファイしていただいて、

日本版のインスペクションをこの委員会で議論していただいて導入していただくことを前

向きに考えていただければよいのではないかと考えております。またドイツ型のインスペ

クションにおきましては、設樂委員からも御説明がございましたように、ドイツでは提訴

前のインスペクションが盛んに行われておりますが、果たして提訴前のドイツ型のインス

ペクションについては日本で導入するのがよいかどうかにつきましては、私の今までの実
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務の経験上はなかなか難しいのではないかと思っておりますので、まずは提訴後の導入に

ついて御議論をいただけると実務家としてはありがたいと思っております。 

 それから損害賠償についてでございますが、まず適正な損失の填補が図られる仕組みに

なっているのかどうかを検討すべきではないかと考えております。裁判所は、我々代理人

や当事者が出した証拠に基づいてしか判断していただけませんので、権利者側といたしま

しては、裁判所から侵害であると侵害心証が開示されている被告側から、きちんと適正な

損失の填補ができるだけの証拠が出されるように強化していただきたいと思います。平成

30年改正は、侵害論における専門委員の関与という技術的な観点からの証拠収集の強化が

図られております。専門委員は、ある意味、技術的な点における鑑定人のような場合もご

ざいます。損害論においては、計算鑑定人が関与した場合には、「計算鑑定人に説明しなけ

ればならない」との規定がございますが、計算鑑定人を更に活用できるように強化してい

ただいて、必要な証拠を全部提出させるような規定、適正な損失填補が図られる証拠収集

に関する規定を御議論いただきたいと思います。 

 以上です。 

○玉井委員長 どうもありがとうございます。 

 では、山本和彦委員、お願いいたします。 

○山本（和）委員 それでは、事務局提示の論点それぞれについて若干のコメントをした

いと思います。 

 第１点で現在の知財紛争処理システムの現状という点でありますが、私自身は前期のこ

の会合の第１回でも申し上げたことでありますが、日本の現在の民事訴訟法の最大の問題

の１つはやはりこの証拠収集の問題であると認識をしておりまして、この点は設樂委員な

どと全く同じ見解です。民事訴訟法はこの間、平成８年の現行民事訴訟法の制定、あるい

は平成15年の改正等で証拠収集の手続を充実してこようとして一定の成果を上げているこ

とは事実でありますけれども、まだ諸外国に比べて必ずしも十分ではないということは否

めないと思います。知財においては先ほどから出ている証拠の偏在の問題やその争点の専

門性から、民訴全般の問題がいわば拡大した形で現れてきているというのが私の認識であ

りまして、ここは何とか改善を図っていく必要があるだろうと思っております。 

 具体的に②の点でどういった仕組みが考えられるかでありますが、米国のディスカバリ

ー型というのももちろん考えられていて、一定程度私もそれを目指していくべきだと思っ

ておりますが、非常にハードルは高いと十分に認識をしております。もう少し緩和された
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形、英国の例えばディスクロージャー的なもの、アメリカのディスカバリーも最近、少し

そちらのほうに移行しつつあると私は認識していますが、そういったもう少しマイルドな

方向を考えるということもあるかもしれませんが、恐らく中心的な論点は今まで皆様がお

望みになっている査察という制度を日本的にどのように導入することができるかであると

思います。これまでの議論で私の承知している限り、例えば裁判所の検証と鑑定を組み合

わせたような形でできないかというモデルも提示されていたと思いますし、それから執行

官を活用するのは確かに考えられるところで、不動産競売においては執行官の現況調査と

評価人の評価を同時に行う形にして評価人が現地に立ち入って評価をするという、この評

価人の評価は法的性質としては鑑定であると言われておりますので、そういったものをモ

デルに考えていく。ただ、民事執行と民事訴訟では基本的なスキームがやや違いますので

民事訴訟の弁論主義的なものの中にそれをどのように組み入れていけるかは理論的に１つ

の問題になろうかと思いますが、考えていくには値する問題かと思っております。 

 それから第３点ですが、正当な秘密を相手方に対して開示させない形で証拠調べ、証拠

収集を行っていくことは必ず必要と思っていますが、それをどのような形で実現するかで

あると思います。今のような査察的な、これは一種の鑑定の前提資料の収集制度だと思い

ますが、それについてインカメラ的なものを導入することは１つ考えられると思いますし、

ここに掲げられているアトーニーズ・アイズ・オンリーもあり得るとは思います。ただ、

日本ではこの場合、必ず本人訴訟がありますので、本人訴訟の問題を考えていかなければ

いけないというやや高いハードルがここにあると思っております。我々もこれまで民事訴

訟で弁護士訴訟に適合した制度を作ろうとしたところ、本人訴訟はどうするのかという反

論が必ず出てきて、それにうまく答えられずに潰れた制度を幾つか見てきておりますので、

そこのハードルをどのようにクリアするかは考えていただく必要はあると思っております。 

 それから４番目の侵害事実の確認後の損害賠償額の確定の問題ですが、確かに侵害事実

が確定して違法性があったことを前提にすれば、その後、相手方の情報開示の範囲を広げ

るのは理論的に十分正当化はできると思います。実際やや遠い例ですが、消費者裁判手続

特例法という消費者庁が作った日本版クラスアクションというのがあるのですが、それは

まず最初に相手方の事業者の違法性を確認して、その後、消費者の損害を確定する第二段

階の手続をするわけですが、その段階では事業者側の情報開示の範囲を少し広げるような

措置をとっています。顧客情報とかも消費者団体に渡さなければならないという制度を置

いておりまして、理論的にはそういった枠組みで情報開示させて和解、あるいは ADR 等で
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合意により紛争を解決していくスキームは合理的なものとして確かにあると思います。 

 それから⑤は、これは主として実体法の問題で私がコメントする限りではないのですが、

これまでの議論の中では先ほど田村委員が指摘された利益吐き出しの点は、かなり私は議

論がされてきているから煮詰まってきているような気がしておりまして、いわゆる準事務

管理というその名称自体、民法で議論があるところですが、そういった準事務管理的考え

方というのは実体法上はかなり受け入れられていて、私の記憶では本日は御欠席ですが、

山本敬三委員もこの委員会の場でそういった考え方はあり得るのではないかという御指摘

をされていたように記憶しております。もしそういったことが受け入れられるのであれば、

理論的にはそういった形で見直していくということは十分ありそうな感じがしております。 

 私からは以上です。 

○玉井委員長 どうもありがとうございました。 

 一般法理の側から応援をいただくと大変心強いところがございます。他の委員、どんな

ことでも構いませんが、御意見を、では、山本貴史委員。 

○山本（貴）委員 これはかなり古くから議論されていることで、私も正直、どの委員会

で話をしたかも覚えていないぐらい古い話です。そのときには中国や韓国が３倍賠償を導

入してもやはり日本は検討もしないのですかという議論はさせていただいて、今日の資料

にあるように中国や韓国は、まだスタートはしていないかもしれませんが、そういった議

論がされているというところかと思っています。何かというと、日本が本当にイノベーシ

ョン立国を目指すのであればやはり知的財産の価値は高くなっていかなければいけない。

そういった意味では訴訟の、３倍賠償をやればよいというものではないと私は思ってはい

ますが、訴訟というものがどういった形で、もちろん当事者同士はそうですが、第三者か

ら見られるかというのは非常に重要だと思っています。 

 私はどちらかというと意見というより質問なのですが、もし現行制度でよいのであれば、

まず日本で裁判をやってみよう、諸外国同士もということで裁判は増えているはずですよ

ね、日本での。それはどうなっているのかとか、やはりそうであれば日本で特許を出す価

値は高いわけで、海外企業の日本での出願は増えているはずですよね。というのはどうな

っているのかということですとか、あるいは日本での裁判例が諸外国の侵害訴訟で引用さ

れるようなことが増えているはずですが、そういったことというのはどうなのかというよ

うなことはちょっとお聞きしたいというところがございます。 

 あとは結局今までの議論は、これは訴える側なのか、原告側なのか被告側なのかどっち
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の立場で見るかで賛成、反対がいつも変わってきて、どうも今まで産業界は訴えられるこ

とを前提に考えられることのほうが多かったような気はしています。私が危惧しているの

は、日本の産業界が海外でどんどん訴えられて３倍賠償、懲罰的でなければ３倍ではない

のかもしれませんが、高い金額の支払を求められて、日本ではなかなか戦う武器がないみ

たいな話になるように捉えられないのかどうかという、要するに産業界の意見は少しお聞

きしたく、非常に重要だと思うのですね。産業界が皆反対と言うとまた多分同じような結

論になる気もしていますし、あとは法制局ですかね、反対だと今までお聞きしていたので

すが、その辺りのコメントもいただきたいというのが個人的な意見でございました。 

 以上です。 

○玉井委員長 ありがとうございます。 

 幾つか御質問、問題提起いただいたうちで、外国からの日本への特許出願件数が増えて

いるかどうかというのは特許庁としてはよく分かっておられるのでしょうか、あるいはそ

ういった統計はないということなのか。 

○川上制度審議室長 全体の数字というより、外国籍の企業が例えばアメリカ、ヨーロッ

パには出願をしているけれども、日本には出願していないという統計をとったときに、そ

ういった数は増えているのですね。これは訴訟との関係をどのように捉えるかは多分様々

な見方があるとは思うのですけれども、やはり今まで例えばアジアでどこかに出願するの

だったら日本だったという、そういった外国籍企業が今は中国に出願をしているとかそう

いった声も聞きますし、そういった傾向には現れているとは認識しています。 

○玉井委員長 外国企業同士の特許権侵害訴訟が日本で多いのか少ないのかというような

ことは、それは統計はなかなかございませんか。 

○川上制度審議室長 そういった統計自体は恐らく余り見かけたことがないので多分とっ

ていないのだろうと思います。実態として外国企業同士が日本で訴訟しているというケー

スは余り聞かないと私自身は認識をしておるのですけれども。 

○玉井委員長 どうぞ。 

○設樂委員 その訴訟の数の関係は、つい最近のものは分かりませんけれども、大体特に

増えてもいないし特に減ってもいないと聞いておりますが、損害と訴訟の数の関係で言い

ますと、ドイツは損害についてはむしろ日本よりも少し低いぐらいだと思います。その代

わり差止めは迅速に認める関係もあって、EU では一番訴訟が多いと言われています。そう

いった意味では日本も差止めについてはドイツと同じような立法になっていますので、差



- 25 - 

 

止めは特許権者にとっての１つの大きな目的になると思います。したがって、損害の額云々

という議論は訴訟の数と余り関係がない気がしております。ただ、先ほど申し上げました

ように方法の特許とか工場内の大型の装置とか、あるいはコンピュータソフトウェア特許、

こういったもので訴訟を起こすとなるとなかなか証拠がつかみにくいのが現状ですので、

その辺で制度改正をしていくと訴訟の数も増えていく可能性はあるとは思っております。 

○佐藤委員 １点補足、よろしいですか。 

○玉井委員長 はい、どうぞ。 

○佐藤委員 外国の企業が当事者になっている事件の統計は承知しておりませんが、実務

的な感覚で申しますと、外国企業が当事者になっているものは珍しくないといいますか、

むしろ比較的多いと思います。また、例えば外国系の企業同士が争っている事案などもあ

りますので、そういった意味では日本が法廷地として選択されているかどうかは別にして、

外国企業が当事者になっている事件は少なくないというのが実務的な感覚です。 

○玉井委員長 ありがとうございました。 

 どうぞ、藤田委員。 

○藤田委員 先ほど皆さん、各委員の方々が証拠収集手続について査察制度のようなもの

を導入することによって例えば方法の発明とかそういったものの立証が容易になるのでは

ないかとおっしゃっていたと思うのですけれども、そういった査察制度自体を導入するこ

とはよいと思うのですけれども、ただそれを導入することによって本当に訴訟の数が増え

るか、有効に使えるのかについては疑問を感じる部分があります。例えばアメリカでもデ

ィスカバリー制度がありますけれども、私、化学業界におりますけれども、頻繁に訴訟が

起こるかといったら、実際は我々はそこまで訴訟に巻き込まれることはないのが実態で、

やはりある程度の確からしさというか、侵害を恐らくしているだろうという状況が推測で

きない限りは訴訟につながることはないと思います。証拠収集手続の強化自体はよいこと

だと思いますけれども、実際、それによって訴訟するようになるのかはまた違うような気

がしております。これはあくまでも私の意見ですけれども、そう思っております。 

 ただ一方で、我々、特に実施するとき、製造するときはコンプライアンスが結構厳しく

て、他の会社の特許権などはよく調べてはいるのですけれども、ただ今後、IoT 特許みた

いなものが出てきたときに、実際、我々化学業界もそういったものに巻き込まれていく可

能性があるのは非常に懸念しています。、一番考えていただきたいのは製造する者が損を

する、もう製造しないほうがよいと思わせる制度にはなってほしくないと感じております。 
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 あと一点質問させていただきたいのが、ドイツなどで査察制度というのがありますけれ

ども、そういったものがあるにもかかわらず、過去の資料を拝見させていただくと欧州な

どでは賠償額もそこまで高くなかったように思うのですけれども、この辺はどういうこと

なのかというのをもし御存じの方がいれば教えていただきたいと思うのですけれども。 

○玉井委員長 その点は事務局からお答えをいただけますでしょうか。 

○川上制度審議室長 ドイツの場合については先ほど御説明したように二段階訴訟になっ

ていて、実際の判決の中でどれぐらいの賠償額が出ているかというのは、非常にサンブル

が少ないのでなかなか比較が難しいという面はあろうかと思います。ただ、ドイツは賠償

額がアメリカのように高いかと言われると余りそういった話も聞かないので、多分そこは

そうではないのだろうと思います。他方でドイツの裁判に対する満足度、魅力度は高いと

いうデータもございますので、どういった形でドイツの訴訟が魅力度を高めているかはよ

く分析が必要ですし、この場でもその辺を含めて御議論いただければと思います。 

○山本（貴）委員 少しそこをお聞きしたいのですけれども、ドイツはこれで二段階で和

解になったものは公開されていないわけなのですね。そのため分からないというのが実態

なのですね。ちなみに、訴訟にかかる費用の負担配分はドイツはどうなっているのですか。 

○川上制度審議室長 聞いているところでは、ドイツは敗訴者負担の形をとっているとい

うことなので、それもあってこの二段階訴訟の中でなるべく早く和解で解決しようという

インセンティブにもつながっているという面が多分あるのだと思います。 

○山本（貴）委員 分かりました。 

○玉井委員長 淺見委員、お願いいたします。 

○淺見委員 設樂委員などから御提案がありましたように、証拠収集手続の拡大について

具体的に議論していくことについて賛同いたします。 

 私が問題点として感じましたのが、アトーニーズ・アイズ・オンリーについてです。日

本で代理人のみが秘密情報を閲覧できることになりますと、今後、裁判所の文書提出命令

に対して、その提出を拒む正当な理由があるケースが減って、営業秘密が開示されやすく

なるのではないかと考えております。その一方でアンケートの結果ですが、18ページの上

のまとめとしては、「秘密保持命令を受けた代理人等であれば営業秘密を開示してもよい

という意見は多い」と書かれているのですが、個別に見てみますと、上から３つ目で、秘

密保持命令を受けた相手方代理人であれば開示してよいというのは、弁護士は３分の２ぐ

らいなのですが、企業は35％で、多いとは言えないという気もいたします。秘密保持義務
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に違反した場合には刑事罰が科されることもあるかとは思いますが、秘密保持義務に違反

したことを立証することが難しいという側面もあると推察しております。企業が何を懸念

されているかを明らかにしていただいた上で、秘密保持命令を受けた代理人に制限するこ

とについて議論していただければと思います。 

 以上です。 

○玉井委員長 どうもありがとうございます。 

 様々な点で充実した御議論をいただいておりますが、他に何かございませんでしょうか。

中畑委員、お願いいたします。 

○中畑委員 業界的なお話になってしまうかもしれないのですけれども、そもそも今回の

資料のタイトルにもあるように、知財紛争処理システムというシステムである以上、万人

が使う前提であるべきと思っています。なぜこのような当たり前のことを言うかというと、

私、現在、ドローンファンドというドローンのスタートアップに特化したファンドの出資

先の知的財産を横串に見るというそういった会社をしておりまして、普段接する方が20代、

30代の CEO のスタートアップばかりなのですね。スタートアップにおいて投資家や株主か

ら類似サービスがあれば、あれはどうなっているのだと厳しく質問され、かつ少ないリソ

ースの中で知財をちゃんと守らなければという葛藤の中で日々活動をされているのですけ

れども、やはり昨今 AI やブロックチェーン、当然ドローンの制御技術のソフトウェアが出

てきて、そもそも相手が同じようなことをしているかどうかどうすると分かるかというの

を最初から割と諦め気味な方が多い。そこにリソースを費やすぐらいだったら他にするこ

とがあるだろうということです。そのため、先ほどの証拠収集で査察や文書提出のところ

に少し関連するのですけれども、確かに証拠の収集という意味ではなかなか立証困難なと

ころで何かしらのケアがあったほうがよいとは感じております。ただ、訴訟前と訴訟後の

査察とか文書の提出というのがあったと思うのですけれども、訴えを起こさないとできな

いのであれば、まず訴えるというハードルがすごく高いと思うので、やはりそこは訴えの

ハードルを下げるのか、また訴えなくても何か別途の方法で、少なくとも相手が何らか似

たようなことをしていると分かるような仕組みが彼らには必要とは感じました。 

 もう一点、個人的なことではあるのですけれども、制度が変わったら訴訟が積極的に活

用されるのかというところですと、当然スタートアップも、今のは原告側の話ではあるの

ですけれども、当然被告になることもあり得ますので、その辺のバランスについてはやは

り慎重に検討しながら制度は作られるべきと思っています。スタートアップ業界は2018年
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度には日本国内だけで4000億円ぐらいの資金が投じられて、資金調達の総額が4000億円あ

るのではないかと言われています。そのため、一つ一つは小さいかもしれないですけれど

も、声を傾聴に値すべき業界であると一言申し上げさせていただきたいと思います。 

○玉井委員長 ありがとうございました。 

 スタートアップの話で言うと、スタートアップが通常は原告になることを想定している

けれども、これで訴訟が使いやすくなると被告になることも増えるだろうということでご

ざいますね。 

○中畑委員 そうですね。それはスタートアップに限らないことではあると思うのですが、

余りにも簡単になってしまうと、例えば証拠収集にしろ、査察にしろ、訴訟提起前に逆に

いきなり会社に来られて、資金調達の大事な時期にというネガティブなニュースが出てし

まうことも当然あり得ますので、その辺りのバランスはすごく難しいと今回のテーマの中

で思っておりました。そのため、ここは私ども試行錯誤しながらですが、少しその辺りも

含めてより良い制度ができたらよいという、ちょっと要望にはなってしまうのですが。 

○玉井委員長 ありがとうございました。現状はスタートアップとしてはいわば持ってい

る財産で一番大事なものが知的財産であるというように状況があるわけですね。 

○中畑委員 そうですね。そちらについてはベンチャーキャピタルの方々によく言われる

のですけれども、スタートアップである以上、売上は当然少ないですし、プロダクトも未

完成ですよ、では何で評価するのかというと、１つはそこにどういった人が集まっている

のかという人材を見ます。ただ、人材は当然流出してしまいますし、初期のころだとやは

り辞めたというのも当然あります。ただ、知的財産はその会社に帰属している財産ですの

で、技術があってそれがきちんと守られているというのであれば投資がしやすいのですね。

この辺りは実際の投資の担当者からも聞かれるので、そこでやはりうまく活用されている

スタートアップの方は多くいるかと思います。最近増えてきたと感じています。 

○玉井委員長 差し当たり原告になることを想定していて、虎の子の知的財産がきちんと

評価されているということであればスタートアップも利用しやすいということですね。 

○中畑委員 そうですね。そして利用もしやすくなると思います。一方で訴訟が簡単にな

るということは訴えられるのも簡単になるということを、彼らは当然理解できる人たちな

ので、より今まで以上にクリアランスや他社のものに抵触していないかどうかについての

意識付けにもつながると思います。 

○玉井委員長 ありがとうございました。その辺りの現場感覚は私ども大変疎いところで



- 29 - 

 

すので、この場でいろいろと教えていただけるとありがたいと思います。 

○中畑委員 お願いいたします。 

○玉井委員長 佐藤委員、お願いいたします。 

○佐藤委員 裁判所という立場でございますので、制度論については特に意見を申し上げ

る立場にはなく、主に運用に関して申し上げたいのですが、証拠収集についての新たな制

度を設ける場合に裁判所としてぜひお願いをしたいのは、実態を踏まえて、先ほど辻居委

員からもございましたように、要件と手続を明確化していただければありがたいと思って

おります。実際、実務をやっておりますと、例えば方法の特許の話がございましたが、工

場における一連の製造の流れがあるわけですが、そこの中で特許の構成要件となっている

部分と、それからノウハウとして企業が非常に大事にしている部分が不可分一体になって

いることがございまして、そういった意味では例えば執行官が専門家と一緒に現場に行き、

その場でここは特許の構成要件に関わる部分、ここは営業秘密に関わる部分と区別できる

かというとなかなかそれは難しいところがございます。そういった実態を踏まえて手続、

あるいは要件を考えていただければ、裁判所としては非常にありがたいと思っております。 

 それから先ほどドイツの２段階訴訟の概要が13ページにございましたが、これは紹介で

ございますけれども、日本の場合は特許侵害訴訟の場合にはまず裁判所が侵害論の議論を

いたしまして、そこで侵害かどうかの心証を示します。通常はその後、裁判手続内の和解

手続ということで和解の話が進んでいく、その過程で和解をすることが多くございます。

ドイツも一定の判断をした後で和解をされているということだろうと思いますけれども、

日本でも同じような形で行われることが多いということです。更に申し上げますと、当事

者の選択によってはまず仮処分を起こしまして、差止めを求め、その後で本訴で損害賠償

を行うこともございますし、まず本訴で差止訴訟を提起して、そこでまず差止めで製品を

止めた上で損害賠償を後で起こすという事件も実際にございます。そこは現在の法制度の

下でも訴訟代理人の訴訟の選択といいますか、依頼者の御意向を踏まえた様々な方法が可

能になるということでございます。 

 最後は蛇足でございますけれども、19ページに認容された賠償額に納得したかどうかと

いうところがあります。これは裁判所として何も申し上げる実情にはないわけですが、た

だ日本の場合は102条の２項請求が多くございますので、訴えられる側は自分の利益がど

れぐらいかということはある程度予測がつくわけです。ところが、訴える側は損害論に入

ってみないと売上は分からないということが多く、特許権者側の期待値が非常に高い事案
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がございます。それが実際に損害論に入って売上を見てみるとこの程度だったのかという

ことがあって、そういったことも多少は影響しているという感じもします。賠償額自体は

やはり裁判所が賠償額をコントロールするというよりも、最後は売上がベースになります

ので、売上が高い企業を訴える、そしてそれが侵害になるということになりますと高い賠

償額になりますし、売上が低い場合にはどう頑張っても低い賠償額になる。そういった意

味では訴えられている特許に関係するマーケットの状況とか被告側の営業状態が実質的に

はかなり損害賠償額に影響しているのではないかと感じております。 

 以上です。 

○玉井委員長 ありがとうございます。 

 ２点ございましたけれども、１点目の証拠収集のところは実際にどう動いていくかとい

うことは本当に裁判所のお知恵を借りないと全く予想がつかないところがございますので、

ぜひよろしくお願いしたいと思います。また損害賠償のほうについても実態を踏まえた御

指摘、どうもありがとうございました。 

 はい、では、高橋委員。 

○高橋委員 この知財紛争処理システムを検討した結果、仮に新しい制度を導入したとし

ます。それによって訴訟の数が増えるかどうかや、損害額が高くなったり安くなったりと

いうこともあるのかもしれないのですが、私はむしろ納得性のことのほうが重要だと思っ

ています。数が増えるかよりも、やはり被疑侵害者のほうに証拠が偏在していて権利者の

立証負担が重い、限られた証拠の中で判断される、というのはやはり不満の根底にあると

思うのです。今回の結果、数が増えること、額の増減ということよりも、結果的には価値

評価が適正になされて、その両当事者がある程度納得する、もしくは不満が減っていくこ

とがゴールかと思っています。 

 そうだとすると、ある程度予見可能性が増えてくればくるほどやはり価値評価について、

自分の特許の価値はこれぐらいだったのかという予見可能性が高まれば、自分の財産はど

れぐらいの価値かという判断もしやすくなって、更には投資にも影響があるのではないか

と思います。もちろん先ほど中畑委員が言われたように権利者にもなり得るし被告にもな

り得るので、その数がどうこうというよりも私は質のほうが大事だと思っていて、その結

果、自分の権利の価値評価がよく分からないという、例えば１審と２審で随分と認定され

た損害額が離れているのはなぜなのかいうことではなくて、ある程度大体この範囲という

ようなことが分かることが大事ではないかと思っております。その結果、例えば裁判を起
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こす前にも大体これぐらいということが分かり、訴訟を起こさなくても自分の持っている

知財の資産の価値がある程度評価できる状態に持っていくが、ある意味ゴールに近づくと

私は考えています。 

○玉井委員長 おっしゃるとおりだと思います。件数が増えること自体が目的ではもちろ

んあるまいと思います。 

 では、まず長谷川委員。 

○長谷川委員 利用者側の中小企業ということで、私どもは100名足らずの小さな木工機

械メーカーなのですけれども、創業者が創業したときから世の中にないものを作ろうとい

う、そういった考え方でものまねはしないと、徹底的にそういった考え方で65年続けてお

ります。そのためには人材教育から、非常にお金のかかる設備を用意したり、工場を作っ

たりといったところに力を入れて新しいものを作るように頑張っております。その経営を

引き継いでいるわけですけれども、この先、私としてもこのままでよいのかという不安も

当然あります。今までは右肩上がりで良かったのでしょうけれども、不安がある中で、何

の保証もない新しい機械を20年後ぐらいに売れるだろうと思って考えて作るわけです。そ

の中で守ってもらえるのは特許法しかないと、私は感じております。事実この65年間、こ

の特許庁さんに守ってもらって弊社は経営できていたと、今もそう思っております。 

 その特許法自体が安定感のある安心したシステムになっているか、どういったものであ

るべきかは、私もここで考えさせてもらっているのですが、私が経験した中で２点意見が

あるのは、１つは証拠収集です。今、話が出ていましたけれども、設樂委員もおっしゃら

れた査察などは非常によいと思います。私の経験の中で原告として行ったときに、私ども

の機械は非常に大きな機械で、工場の中に１つ入ればよいぐらいな工場ですので、そこに

先方の機械が入った場合にうちの社員はそこに立ち入ることは全くできないので、原告と

して訴えようと思ってもその情報について詳しいことは全く分かりません。このため、何

か方法がないと提訴したにしてもその後、動きようがなく非常に困りました。文書提出命

令もしましたけれども、これもなかなか難しいです。そういった意味において査察をどう

いった形でするかは分かりませんが、秘密保持のことだけ考えれば今よりはずっと良くな

る、利用者側としても、当然逆に被告にもなることもあるとは思いますけれども、提訴後

であれば今のところはそれでお互い、フィフティ・フィフティではないかと思います。 

 あともう一点、損害賠償の額の話ですけれども、これは最初にこういった話を聞いたと

きから少し私の感覚でおかしいと思うところがあるのは、故意であるか過失であるかとい
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うところでございます。これは例えが違うかもしれないですけれども、故意は、物を盗っ

てしまった、盗んでしまった。過失は、そこにあるものをたまたま瓶を落として割って、

ごめんなさい壊してしまいました、お金を払いますということと、故意で盗ってお金、実

施料相当を払うことは、全く違うと思います。特許は実態が分かりにくいということで刑

事罰もなかなかないとこちらに書いてありますが、何らかの方法で、懲罰的でもよいので、

故意か過失のどちらになるのか、故意は故意、過失は過失としてそういった損害賠償額が

はっきり分かるようなシステムがよいのではないかと思っています。特許制度を利用して

いく上で、先ほど高橋委員もおっしゃられましたけれども、納得性と安心感がある特許シ

ステムであって欲しいと思いますので、ぜひそうなるようによろしくお願いいたします。 

○玉井委員長 ありがとうございます。その点はまたいろいろ御議論があるかと思います。 

 では、飯田委員、お願いいたします。 

○飯田委員 大学の知財管理をしている立場から申し上げたいと思います。ほとんどの大

学では自らの特許について侵害されていると分かったとしても、立証負担があることと訴

訟費用の問題等から、訴訟を提起するということはほとんどなされず、警告文を出す程度

で終わっていることが多いといわれています。そこで、知的財産紛争処理システムについ

ては、大学や中小企業等を含めて多様な立場にとって、利用しやすい知財紛争処理システ

ムとなることを願っております。 

 先ほど淺見委員からお話があった営業秘密のところで開示者をどこまでにするかについ

てなのですが、先ほど来お話がありますドイツやイギリスのシステムでは、実際、営業秘

密の保護をどのようにされているのでしょうか。もし情報がありましたら御教示いただき

たいと思います。 

○玉井委員長 ありがとうございます。 

○川上制度審議室長 営業秘密の保護について、例えばドイツの場合ですと査察の報告書、

これを裁判所に提出して、それを申立人に開示する前に、その前に被疑侵害者側とそれか

ら申立人の代理人ですね。これを交えてどこまで申立人に開示するかという議論が行われ

る制度になっていて、それで営業秘密の保護と立証のための証拠収集とのバランスが図ら

れていると承知をしています。 

○玉井委員長 ありがとうございます。 

 司会の手際が悪くて少し時間が押しておりますけれども、初回としましては様々な論点

が出まして、御意見をいろいろと伺うことができて大変良かったと思います。 
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②知財紛争処理システムの見直しの検討課題に対する提案募集について 

 

○玉井委員長 では、恐縮ですが、次の議題に移らせていただければと思います。次の議

題につきまして、「知財紛争処理システムの見直しの検討課題に対する提案募集について」

につきまして、資料２によりまして事務局から御説明をお願いしたいと思います。 

○川上制度審議室長 それでは、資料２を御覧いただきたいのですけれども、近年、特許

庁の審議会で様々議論するに当たりまして、その冒頭に広く様々な方々から提案を募集し

て、世の中にどういった意見があるかを効率的に集めた上でこの審議会の議論に役立てよ

うという方法を取ることが多くございます。今回もこの初回が終わった後、できれば明日

にでもそういった形で提案募集を開始させていただきたいと思っています。提案募集対象

につきましては先ほどの資料１の見直しの論点に沿った形で整理をさせていただいており

ます。提案募集期間につきましては大体１ヵ月ぐらいを期間として確保したいと思ってお

りまして、日本語と英語を併せて募集をかけていきたいと思っています。取りまとめした

ものについてはまたこの小委のいずれかの回におきましてフィードバックさせていただい

て、それを踏まえた御議論をまた進めていただければと思っております。 

 以上でございます。 

○玉井委員長 どうもありがとうございます。 

 今の事務局からの説明につきまして、御意見あるいは御質問がございましたらお願いい

たしたいと思います。いかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 それではそのように進めさせていただければと思います。どうもありがとうございます。 

 

そ の 他 

 

○玉井委員長 それでは、以上で本日の議論を終了いたしますが、最後に今後のスケジュ

ールにつきまして、事務局から御説明をお願いいたします。 

○川上制度審議室長 長時間、御審議ありがとうございました。次回以降につきましては

本日御議論いただいた論点を踏まえまして、今想定しているのは関係者からのヒアリング

などを行いまして、年内の取りまとめに向けた御審議を引き続き行っていただきたいと思

っております。具体的な開催日程等につきましてはまた追って調整の上、皆様に御連絡を

差し上げたいと思っております。 
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 以上です。 

○玉井委員長 では、どうもありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、産業構造審議会知的財産分科会第25回特許制度小委員会

を閉会いたしたいと思います。本日は御多用の中、長時間御審議をいただきまして、どう

もありがとうございました。 

閉     会 


